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はしがき

発展途上国では､環境政策を進めない限り長期的には国民の厚生水準が低下することが

先進国の経験から明白であっても､短期的には環境政策を進めることが経済成長率を低下

させる公算が高い｡また､先進国に比べて甘い環境基準を保つことは途上国の生産コス ト

を引き下げ輸出主導型の経済成長に有利となるが､先進国との間にコス トの格差を原因と

する経済摩擦を引き起こす可能性を持っ｡ さらに､先進国における高い環境基準が､環境

汚染を引き起こす可能性のある製品の生産を､環境基準の相対的に甘い発展途上国へとシ

フトさせ､この結果として､途上国での環境汚染の進行が加速している｡

環境問題が地球規模に達するに至って､この状況は､発展途上国の内外的政策の選択に

関するジレンマにあるというにとどまらず､先進国にとっても途上国の環境政策は重大な

関心事となった｡しかし､先進国自身がその発展途上段階でこのようなジレンマをほとん

ど経験することなくテイクオフ (成長-の離陸)を達成してきたため､先進国側がこのジ

レンマ打開のための経験を十分に有するとはいえず､このことが､先進国にとって､途上

国が経済成長と環境対策を両立させるための経済協力のあり方を考えるにあたって大きな

障害となっている｡

1978年の改革 ･開放政策以後､中国の経済は目覚しい経済成長を達成した｡郷鎮企業 (磨

村企業)はこの中国の経済成長に大きく関わってきた｡しかし､これと同時に､郷鎮企業

(とりわけ郷鎮工業)による急速な環境の汚染が大きな社会経済問題となったことは周知

のとおりである｡

本研究は､国家環境保護総局および中国の研究者と共同し､環境汚染の内陸部への拡散

状況を､郷鎮工業を対象とする現地調査によって明らかにすることを試みるもので､平成

8-10年度文部省科学研究補助金 (国際学術研究)を受けて進められた｡調査結果に基づ

き､環境汚染の内陸部-の拡散を有効に阻止できる国内経済政策のあり方､および､地域

格差の大きい中国の環境問題の解決に向けて我が国のとるべき有効かつ効率的な協力 ｡援

助のあり方を明らかにすることが本研究の主たる目的をなす｡

平成8年には､第1回中国側訪日調査 (H8.7.21･7.28)､および､第1回日本側訪中調査

仕Ⅰ8.ll.24-12.4)を実施した.郷鎮工業の環境問題に関する研究論文を双方の研究者が報告
を行うことで､郷鎮工業の環境問題に関し､日中の研究者間に､共同で調査 ･研究を進め

るための基本的な合意が形成されることが目指された｡さらに､中国における郷鎮工業に

対する環境政策､およびその実施状況については､国家環境保護局 (当時)における聞き

取り調査､天津市および河北省で現地調査を実施した｡現地調査および論文の交換を通し､

郷鎮工業の設立 ･発展の経緯の中に､すでに環境問題が生じるメカニズムが存在している

ことを明らかにした｡また新たに 1996年8月に公表された中国国務院の 『環境保護に関

する若干の問題に対する決定』により中国における環境政策の基本方針が示され､郷鎮企

業の環境対策としては､規模が小さく環境対策の改善が進む見通しの低い 18類 15小の郷

鎮工業の操業停止を含む政府主導型の政策が進められていることなどの知見が得られた｡

郷鎮企業の業態が予想以上に複雑であり､郷鎮企業における環境の現状と対策に関して

統計的に有意な分析結果を導出することが極めて困難であることが判明した｡これを踏ま

え､1997年度に実施予定のアンケ-ト調査に向けて､調査項目の選定､調査単位の選択な

どの再検討を開始した｡

平成 9年度には､郷鎮工業を対象にしたアンケート調査の実施に当たり､まず､山東省

新泰市で予備調査を実施した｡予備調査の集計結果を参考とし､雲南省西双版納州､昆明

市､江蘇省張家港市において､郷鎮工業アンケ-ト調査を主目的とする第2回訪中調査 (本

調査H9.9.14･9.26)を実施した｡同時に､天津市環境保護局､青島市環境保護局､および､



威海市環境保護局の協力を受け､これらの市においてもアンケート調査を実施した｡

平成 10年度は､予定研究年度の最終年に当たることから､各研究者がそれぞれの研究

を取りまとめる作業を進めた｡研究組織全体としては､訪日調査および訪中調査を実施し､

3年間の研究成果の発表およびその検討を行った｡

第2回訪日調査 (Hl1.1.24-1.29)では､名古屋大学において研究成果検討会 (チ-マ :
『中国における市場経済化の進展と環境問題』)を開催し､郷鎮工業の環境問題の現状と

環境対策の効果に関する分析結果を公表した｡併せて､中国国家環境保護総局政策法規司

長彰近新氏による特別講演を実施した｡さらに､中小企業の廃水処理施設､および関西地

区の環境関連機関の視察を行った｡第3回訪中調査 (班ll.2.23-2.28)では､国家環境保護
総局が主催する検討会において本研究の総括を行い､政策的提言および継続して行われる

べき将来の研究課題について国家環境保護総局関係者および中国側研究者との協議を実施

した｡

本研究は､1)郷鎮工業の環境に関する実態調査とその分析および2)環境政策と郷鎮

工業の環境対策に関する二つの研究分野から構成されており､それぞれの研究の概略は以

下の通りとなっている｡

実態調査とその分析の一環として､二つの実態調査が実施された｡第一は､前述の荒山

および竹歳が中心となり実施した郷鎮工業を対象とするアンケート調査である｡ 予備調査

を含めると優に300社を越える企業からの回答をもとに､主として線形対数分析の統計

手法を用い､郷鎮工業における環境問題の現状､環境対策､環境対策を進めるに当たって

の問題点などを明らかにする試みがなされた｡第二は､静の､国家環境保護局 ･農業部 ･

財政部 ｡国家統計局が共同実施(1996年)した 『全国郷鎮工業汚染源調査資料』に基づく､
郷鎮工業の環境汚染の現状､その産業別の構造､地域分布などについての分析である｡

環境政策と郷鎮工業の環境対策の研究としては､雀が中心となり天津市環境保護局のス

タッフによる天津市の郷鎮企業における環境政策と企業の対応に関する研究がまとめられ

た｡李啓家は､中国における環境立法の現状と展開の方向性についての環境法の観点から

分析を進め､また､李近 順は､持続可能な経済発展の観点から 21世紀に向けての中国の
環境政策についての総括を行った｡吉野は､日本の政府開発援助における対中国の環境o

DAの現状､問題点､今後の方針についての整理を進めた｡

これらの研究成果は､この報告書に学術論文の形でまとめるとともに､より読みやすい

形に整理し可能な限り早い時期に公刊すべく､荒山と辞が中心となり現在準備作業を進め

ている｡

最後となったが､本研究の実施に際して多くの組織 ･機関から協力を賜った｡言うまで

もなく､これらの協力なしにはこの研究を一歩たりとも進めることは不可能であった｡本

報告書にお名前をあげることで感謝の気持ちを表したい｡

研究チームを代表して

名古屋大学経済学部 荒山裕行
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(順不同)
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第6章 賭鎮工業環境汚染の構造およびその地域分布

- 1995年全国藤蛙工業汚染源調査結果を中心に

大分大学経済学部 醇 進軍

l はじめに 中国の奇跡およびそれに伴う環境問題

中国は1978年から改革開放改革を実施し､20年連続平均 10%のGDP成長率を遂げ､

経済発展を大成功に導いた｡その驚異的な経済成長の要因は､主として対外開放による外

国資本の効果的な利用と農村改革による郷鎮企業の発展にある｡ しかし､80年代後半以来､

中国の経済発展を支える郷鎮工業には環境問題が発生し､深刻な問題となっている｡本稿

は､国家環境保護局等の機関が実施した 1995年 ｢郷鎮工業環境汚染源調査｣(以下 ｢汚染

調査と呼ぶ｣)およびわれわれが実施したアンケー ト調査の結果の分析を■中心に､郷鎮工

業環境汚染の現状､その産業別の構造､地域分布を解明する｡また､経済モデルを利用し､

郷鎮工業環境汚染の要因､メカニズムを検討した上で､環境対策を論じるD

本稿は六つの部分から構成されている｡第2節では中国の経済発展における郷鎮工業の

役割を評価するとともに､郷鎮工業の環境汚染問題およびその新たな進展を指摘する｡第

3節では郷鎮工業環境汚染の構造 ･地域分布を分析し､その環境汚染のメカニズムを解明

する｡ 第4節では郷鎮工業環境汚染の要因と対策について検討する｡第5節では経済モデ

ルを利用し､郷鎮工業環境汚染の経済学的分析を行う｡

2 姫島工業の驚異的な発展とそれに伴う環境問題

i｢中国の奇跡｣およびそれに伴う環境問題
東アジアは 1970年代から90年代まで平均8%の成長率で､先進国では数世代もかか

った過程をわずか 20年に圧縮し､経済発展を成功した (義-1を参照)01993年に世界

銀行は ｢東アジアの奇跡｣をタイ トルに､東アジアの経済発展を高く評価した1｡ しかし､

その急速的経済発展に伴った問題､特に環境破壊問題は近年徐々に浮上している｡1994年

に米国のクルーグマン2教授は､東アジアの資本 ･労働集約的資源総動員型の発展が持続出

来ないと非難し､同年､OECI)のデビッド･オコンナ-氏は東アジアの奇跡に伴う深刻な

環境問題を指摘し､両氏とも持続可能的発展の課題を強調した呂｡1997年以来､アジア通

貨危機は発生し､クルーグマンの予言が証明された｡時を同じくして､マラッカ海峡をは

さむインドネシア､シンガポール､マレーシアのかなりの部分が煙霧に覆われ､大きな被

1世界銀行著､白鳥正喜監訳 『東アジアの奇跡』東洋経済新報社､1994年｡

2paulKrugman,"TheMythoftheEastAsialsMiracle,"ForelgnAffairs,No･12,19940
I

3デビッド･オコンナ-著､寺西俊一を劫 訳ゝ『東アジアの環錯視瞳-｢奇跡か裏側｣』瀬棚 1996年〕

-44-



害を出している｡これは ｢東アジアの奇跡｣を遂げたとともに東アジア諸国が払ったコス

ト､また環境破壊を無視した急速な経済発展-の大自然による報復と考えられる｡

表-1 高度成長の持続時期の国際比較

国と地域 期間 年 年平均成長率

日本 1947-58 ll 8.9

1947-73 26 9.7

1958-73 15 9.7

1958-88 30 6.6

1958-93 35 6.1

1973-88 15 3.6

1973-93 20 3.5

1988-93 5 3.0

韓国 1962-77 15 9.6
1962-87 25 9.0

1962-92 30 乱9

1962-95 33 8.8

1977-87 10 8.0

1977-92 15 8.1

1977-95 18 8.1

1987-92 5 8.3

1987-95 日 8.1
:::-:-::#':.::::._i-_:I:-_■l:I::こ::::::::::::::-■-:::::::.',:-:-"-J-モモ::-.:I:::::モ:::::::5.:t:::::I:I::こlI::=I=-_:::=::モ:i:::::::-.:='.i-...:::*:::-:::::I::1::I--L:::::.'::.-::::::::-:-I.-'.-':+:-:-:-:-:{':-:J;J}二-:-:-i.-.-..I-.'-:-: :--_-:_'拭::;:--L::--:--:--丑 .-.'.'iLI:王:I-:.-:I-巨::_:;::i-_:::::::.I.1:::::-i:;:;.-::i-:.七%.I;:_::::_:::::--.=1-.:':'''ニ ::こ:::::::::::::::i=::;::::i::::::;::::こ:::::::ニ:i::f:::::::::::I:::≒::::;::-_:._::::::::::ll::::::;:I:::::::-:::i:i::>J==:-.::=:･,------.-.L...(,〟,--.-..-L,L....-.A..-.-..-.-:::-廿...-,..-----.

1962-87 25 9.5

1962-92 30 9.0

1962-95 33 8.8

1977-87 10 8.7

1977-92 15 8.0

1977-95 18 7.7

1987-92 5 6.7

1987-95 8 6.6

中国 1978-80 3 9.0
1981-85 5 10.3

1986-90 5 7.9

1991-95 5 12.0
;:::}r::}'.':.-モ::::::::::ll:::..:::_-:_{::.-:::i::::W.-:::I:::::::::i::::::i:-I::::::::T{S:-L;=享-:.:::: :i:::::=fi=:I:'-.-;::::::::::::iI;:::::_I_:'-,I_tr/I.i:.二.I:-_-:::::::::::::::::::::I;--i:i:..i::::::::::::I;'.:==::i--I:=Il等 ;:::::::::::::#::;I::::諺;:::;I:_::;::i:::::;i::i:::;:;:::::;::台≡ ;:;-':.=i=i:i=-::I:::;::-i:::::::≡:::::::-:;:llll:::::::::-I=-.:;:.L}'}':}-::::::::-'::}':;tr,:-L:::::-L:..I.I.'fl'._L_:_''':-.-';J'J~
;i再 等:宅 JfS:式 辞 ;;;;:≡≡:≡≡:占 守 芸 ;;≡亮 輯 萱 ::i:I:I:ri:.:与:韓;;≡諾 …: ,::i:_::_::_::_::.::.::.:::葉.::i=--::::講読:71::-_:iJ::三井学芸:::≡;≡≡≡:≡:荘::;三三三;:拡::_::.:.:.:-:-::

出所 :経済企画庁調査局､｢アジア経済1996｣｡

経済企画庁､｢国民経済計算報告｣､｢現代日本経済の展開 経済企画庁30

年史｣;

中国統計年鑑｣1994､1995､1996年各版より作成｡
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一方､東アジアの一員としての中国は 1978年から改革開放の政策を実施し､20年連続

で年平均 10%の成長率を遂げた (義-1を参照)Oこれは ｢中国の奇跡｣ と呼ばれている4.

しかしながら､東アジア諸国のような環境汚染等の問題も中国では起きている｡ 主な環境

問題､まず､都市の汚染はかなり深刻である｡北京､涛陽､西安､上海､広州の 5つの都

市は､大気観測を行った世界の50都市のうち､深刻な汚染のワースト10にランクされて

おり､ゴミに囲まれた都市は珍しくない｡また水質汚染も進んでいる07大河川のうち約

半数が､程度の差はあるが､汚染されている｡湖沼やダムの富栄養化も進み､大潮､巣湖､

慎池の汚染が最も深刻である｡酸性雨も広がっている｡主に長江以南､チベット高原の東､

四川盆地に発生している｡pH値の最低は長抄の 3.54である｡生態環境の悪化も進んでい

る｡1998年に中国では 100年ぶりの大洪水が発生し､経済発展している長江地域に大き

な災害を与えた｡これらも徐々に顕在化した ｢奇跡｣の裏側の問題ということができるだ

ろう｡

ii 鱒鎮工業の加速発展およびそれに伴う環境問題

中国の経済発展における著しい特徴の1つは郷鎮工業の発展であるo表-2によると､

郷鎮工業の従業員は1978年の2800万人から95年の1億2700万人-大幅に増加しつつ､

工業生産高に占める郷鎮工業の工業生産高は78年の9%から95年の56%に達した｡同期

で､国有企業の同比率は78年の78%から31%に大幅に低下した｡これによれば､郷鎮工

業は中国の高度成長を支える主導部門となっていると言える｡ しかし､郷鎮工業は国有企

業より高い成長率を推持しているが､環境悪化の問題も国有企業より急速に展開している｡

中国政府は､1989年から1992年にかけて郷鎮企業が関わる環境問題に対して詳細な全

国調査を行った｡以下では､この調査報告を取り上げ郷鎮工業の環境汚染の現状を解明す

る｡また､1997年実施した ｢1995年郷鎮工業汚染源調査｣の結果を解説するとともに､

これらの二回の調査結果を比較分析していく｡

(1)19約 年蹄鎮工業環境汚染の嚢態

1)調査対象

調査対象企業となったのは､チベット自治区を除く全国29の省､自拍区､市にわたる57

万1200社 (1989年当時の中国の郷鎮企業全体数の7.80/o).対象企業の紐生産高は1862.81

億元で､中国の郷鎮企業全体の 35.5%に当たる｡ このなかでは ｢汚染産業｣(化学工業や

製紙業のような汚染物質大量排出型産業)に属する企業が36万4400社ある (以下､これ

らの企業を ｢汚染産業｣企業と呼ぶ)0

4 林毅未ほか 『中国奇跡』､三聯出版社､1995年､上海｡
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義-2 中国の工業構造の推移及び郷鎮企業の発展

午 工業紐生産高構造の推移 姉 鎮 企 業

国有企業(軸 集団企業(叫 私営､その他(射 郷鎮工業(軸 練生産高(億元) 郷鎮工業(億元) 従業員(A)

1978 77.6 22.4 0.5 9.1 493.1 385 2,827
1979 77.3 23.1 9.0 548.4 424 2,909

1980 76.0 23.5 9.9 656.9 509 3,000

1981 74.日 24.6 0.6 10.7 745.3 579 2,970

1982 74.4 24.8 0.7 ll.1 853.1 646 3,113

1983 73.4 25.7 0.9 10.0 1,016.8 646 3,235

1984 69.1 29.7 1.2 9.9 1,709.9 757 5,208

1985 64.9 32.1 3.0 18.8 2,728.4 1,827 6,979

1986 62.3 33.5 4.2 21.6 3,540.4 2,413 7,937

1987 59.7 34.6 5.7 23.5 4,764.3 3,244 8,805

1988 56.8 36.2 7.0 24.9 6,495.7 4,529 9,545

1989 56.1 35.7 8.2 23.8 7,428.4 5,244 9,367

1990 54.6 35.6 9.日 25.3 8,461.6 6,050 9,265

1991 52.9 35.7 ll.4 32.7 ll,621.7 8,709 9,609

1992 48.1 38.0 13.9 39.4 17,975.4 13,635 10,581

1993 43.1 38.4 1乱5 48.4 31,540.7 23,447 12,345

1994 34.1 40.9 25.0 46.1 42,588.5 32,336 12,018

1995 30.9 42.8 26.3 55.8 68,915.2 51,259 12,862

出所 :中国統計年鑑1996年版｡

2)調査結果

･水質汚染

調査した郷鎮企業全体の年間紐排水量は 18億 トン､そのうち環境保護局が定める排出

基準を満たしていたのは2.8億 トン (給排水量の15.6%)であった｡

また ｢汚染産業｣企業の練排水量は 13.7億 トン､このうち処理されたのは4.1億 トン (処

理率 30.3%)であった｡さらに ｢汚染産業｣企業の排水で排出基準を摘たしていたのはわ

ずかに6億 トン (総排水量の 11.8%)であり､処理した排水で排出基準を満たしていたの

も0.67億 トン (処理排水量の16.20/.)にすぎなかったol

･大気汚染

調査した郷鎮企業全体の年間大気汚染物質の総排出量は 6200億立方メー トル､そのう

ち除塵など､なんらかの浄化処理がされたのは860億立方メー トル (総排出量の 13.7%)

であった｡また総排出量のなかの生産工程での排出量は 3900億立方メー トルであり､そ

のうち浄化処理されたのは1200億立方メー トル 性 産工程排出量の32.0両 であった｡

･固体廃棄物
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｢汚染産業｣ の固体廃棄物は 4926万 トン､そのうちなんらかの処理がされたのは 1599

万 トン (処理率.32.5%)であった｡また､リサイクルされた量は 2207万 トン､リサイク

ル率は44.8%であった｡

･環境規制の遵守状況

環境アセスメント実行率は調査企業全体で 22.7%､｢汚染産業｣企業では 19.0%であっ

た｡また､新規プロジェクトの環境保全考慮を規定する三間時制度の実行卒は調査企業全

体で 14.4%にすぎず､｢汚染産業｣.企業ではわずかに 11.6%であった｡ さらに､汚染物質

排出課徴金である排汚費の支払い額は､調査企業全体で 1億 6925万元､そのうち ｢汚染

産業｣企業が支払ったのは1億 1133万元であった｡

･汚染事故､操業停止､賠積金および罰金額

汚染事歯数は調査企業全体で 2550件であり､｢汚染産業｣企業では 1991件あったoま

た､環境汚染による操業停止企業は､調査企業全体で 5190社 (中国全体の操業停止企業

総数の 5.74%)あった｡企業が支払った賠償金および罰金額は調査企業全体で 2103万元

であり､｢汚染産業｣企業が支払った賠償金と罰金はそれぞれ 1443万元と174.万元であっ

た｡

3)構造的な問題

これらの調査結果から､以下のような郷鎮企業特有の構造的な問題を報告書は指摘して

い る｡

･経済成長優先の弊害

郷鎮企業においては､雇用および現金収入の増加による貧困解決が最重視される｡した

がって､資金､原材料､エネルギー不足の状況の下で､短期的な生産量や売上高の増加を

追求するために環境保全がどうしても軽視される｡

･農村企業および中小企業としての制約

一般的に郷鎮企業は小規模であり､技術水準も低い.一方､その汚染源は地理的に多岐

にわたり､環境汚染物質の分布は広く速い｡水貝武存量などの環境容量が小さい地域では局

地的に深刻な被害が出やすい｡また､都市部での操業が困難になったいわゆる公害企業が

農村部に移動してきている｡

･環境管理体制の不備

国の政策のなかで ｢農村の環境保全｣に与えられている優先度が低い｡また環境保全に

対する意識や教育レベルが農村では高くない｡さらに環境法規や汚染状況のモニタリング

体制などの環境保全管理体系が農村では整っていない｡

(2)1995年の牌軽工業汚染の進展

1995年､中国は2回目の郷鎮工業汚染源調査を行った.その概要は表 -3に表示してい

る｡
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衷-3 1995年姉鎮企業汚染鯨調査の概要

項 目

調査年次 1995年

調査実施期間 1996年1月から11月まで

調査の対象 全国31省､自治区､直轄市の汚染郷鎮工業

調査内容 ①汚染の基本状況 ②汚染物の排出 釦 号数の対策 ④環境政策の整備

調査の実施者 国家環境保護局､農業部､財政部､国家統計局

調査の規模 121.6万社:全体の16.9%oうち､郷村工業:25%､村以下工業:75%

調査企業の郷鎮工業練生産高に占める比率:37.6%

調査の方法 不明

調査の組織 中央-省-地区-県-郷鎮-工場-調査員

今回の調査の主な結果は表-4にまとめている.

衷-4 1995年姉鎮企業汚染源調査の結果概要

項目 且旦 全国に対する比率

調査企業数 121.6万社 5.5

調査企業の紐生産高 19260.39億元) 27.9

工業廃液排放畳 59.0日(万トン) 21.0

SO皇 441.12(万トン) 23.9

煙塵排放 849.52(万トン) 50.3

工業粉塵排放 1325.27(万トン) 67.5

工業固体廃棄物(発生量) 3.77(億トン) 37.3

工業固体廃棄物(排赦量) 1.76(億トン) 88.7

上述のように､郷鎮工業は工業全体発展における大きな役割をしている｡しかし､統計

資料によると､郷鎮工業の付加価値は高くない｡1995年における郷鎮工業の付加価値は付

加価値全体の 25.3%しかない｡これは､郷鎮工業はエネルギー多使用で､環境のコス トが

高く､効率が低いということを示している｡

また､工業全体において郷鎮工業が大きなシェアを占めていることと比べれば､郷鎮工

業の環境汚染は全国の環境汚染と比べ､どの程度深刻であるか｡すなわち､郷鎮工業の汚

染は他の企業より深刻であるか｡これは郷鎮工業の役割､およびその評価に関連している

ので､非常に意味がある｡ 以下､全国の環境汚染における郷鎮工業が占める比率でその汚

染の状態および悪さを解明する｡

表-5によると､廃水､S02の指標以外､工業煙塵､工業粉塵､工業固体廃棄物の発生

量､および工業固体廃棄物排出量は全国水準の 50%以上を占め､その汚染の深刻さが分か

った｡
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義一5全国の工業汚染における姉鎮工業汚染の割合

郷鎮企業の

項目 郷鎮工業 県以上の工業 対全国の比率

万トン 万トン %

廃水 221.9 21.0 21.0

SO営 441.1 上405.0 23.9

工業煙塵 849.5 838.0 50.3

工業粉塵 1,325.3 639.0 67.5

工業固体廃棄物(発生量)* 3.8 6.4 37.3

工業固体廃棄物(排出量)* 1.日 0.2 88.7

往.:*は億トンであるo

郷鎮工業発展とともに､80年代後半から中央政府は郷鎮工業の環境汚染問題を重視し､

様々な対策を出している｡ しかし､これらの政策はどの程度が有効であるか､そしてこれ

らの政策により郷鎮工業の環境汚染は減少しているか増加しているかということが二回の

調査結果を比較して明らかになった｡表- 6によると､調査 した指標は全く前回より悪化

した｡これは郷鎮工業環境汚染の深刻さを表し､それに対してより有効な対策の必要性も

示している｡

秦-61995年と1989年肺鎮企業汚染状況の比較

項 目 1989年 1995年 増加率(%)

廃聴 28.8億トン 59.1億トン 120.5

SO営 359.7万トン 441.1万トン 22.6

煙塵 543万トン 849.5万トン 56.5

工業粉塵 470万トン 1325.3万トン 182.0

工業固体廃棄物(発生量) 0.76億トン 3.77億トン 396.0

工業固体廃棄物(排壮皇) 0.27億トン 1.76億トン 5白2.0

出所:中国環境研究院『1995年郷鎮工業汚染源調査資料』CD-ROM版､1998年O
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Ⅲ 捧鎮工業環境汚染の産業 ･地域分布

1 細鎮工業汚染の産業分布
～

郷鎮工業は農村工業であり､技術､機械も古い｡姉鎮工業は製紙､服装加工､セメン ト

製造などに集中し､汚染工業はこれらの産業に多いということである0

表-7､表-8､表-9､表-10は主な産業別の郷鎮工業環境汚染の構造を示している.

秦-7産業別の廃水排出量(1995)

産業 廃水排出量(万トン) 占める比率(%〕

製紙及び紙製品 26.60 45.0

紡織業 5.10 8.6

石炭採掘業 3.20 5.4

非金属鉱物製品業 2.80 5.3

化学原材料及び化学製品製造業 18.30 4.7

その他 59.10 31.0

義-8 産業別の二酸化炭素排出量 (1995)

産業 排出量(万トン) 占める比率(%)

非金属鉱物製品業 220.3 49.94

製紙及び紙製品 34.1 7.74

化学原材料及び化学製品製造業 31.3 7.08

石油加工及び練炭業 25.7 5.84

有色金属精製及び圧延加工業 22.2 5.02-

その他 107.5 24.38

合計 441.1 100.00

義一9産業別の工業粉塵排出量(1995)

産業 排出量(万トン) 占める比率

非金属鉱物製品業 547.0 64.4

有色金属精製及び圧延 66.4 7.8

製紙及び紙製品 56.3 6.6

石油加工及び練炭業 38.2 4.5

化学原材料及び化学製品製造業 ■25.1 3.0

その他 116.4 13.7
合計 849.5 100.0
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義-10 産業別の固体廃棄物排出量(1995)

産業 排出量(万トン) 占める比率

石炭採掘業 0.74 42.0

有色金属鉱採掘.精製業 0.29 16.5

非金属鉱採掘.精製業 0.27 15.3

黒色金属鉱採掘.精製業 0.17 9.7

重金属鉱物製品業 0.08 4.5

その他 0.21 ll.9

合計 1.76 100.0

出所:中国環境研究院『1995年郷鎮工業汚染源調査資料』CD-ROM版､1998年｡

以上の表によると､廃碑の排出は製紙および紙製品業に (45%)､二酸化炭素 (CO皇)

の排出は非金属鉱物製品業 (50%)に､工業粉塵の排出は非金属鉱物製品業 (64%)に､

固体廃棄物の排出は石炭採掘 (42%)に集中していることが明らかである｡このことから､

郷鎮工業の環境汚染は製紙業､非金属鉱物製品業､石炭採掘業に集中している-ことが分か

る｡したがって､姉鎮工業環境汚鞄の対策はこれらの産業に中[け るべ■きと思われる｡

2 韓鏡工業環境汚染の地域分布

表- 11は郷鎮工業環境汚染の地域分布を示している.廃水､二酸化硫黄､工業粉塵､

煙塵等多くの汚染は東部に集中している｡ しかも､固体廃棄物の汚染は中部には厳重であ

り､工業固体廃棄物発生量は西部に集中していることも特別な発見である｡これは中部に

は石炭採掘は多く､西部にはセメント産業が多いことによると考えられるO

義-11産業別の汚染源の地域分布

地域 廃水 二酸化硫黄. 煙塵

排出量 比率 排出量 比率 排出量 比率

東部 32.5 54.9 227.0 51.5 351.4 41.4

中部 17.7 29.9 117.6 26.6 333.9 39.3

西部 9.0 15.1 96.6 21.9 164.3 19.3

合 計 59.1 100.0 441.1 100.0 849.5 100.0

工業粉塵 固体廃棄物 工業固体廃棄物発生量

排出量 比率 排出量* 比率 排出量* 比率

東部 750.0 56.6 0.3 14.8 1.2 31.8

中部 388.2 29.3 0.7 39.2 1.4 37.1

西部 187.1 14.1 0.8 46.0 1.2 31.0

合計 1､325.3 100.0 1.8 100.0 3.日 100.0
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問題は何故郷鎮工業の環境汚勤 ま東部に集中しているかであるO 実は東部の経済発展は

中部､西部より進んでお り､郷鎮工業も集中して工場の数が多いのである｡開発経済学に

よると､国内資本が足 りない場合は､外資の導入が必要であるC 一方､地域が大きく､推

進する部門が多い場合は､投資を一部の地域､部門に集中使用することが必要である5｡ 経

済発展の経験によると､MESでは成功した輸出志向の発展パターンが途上国に魅力があ

る｡中国は上述の理論と経験より､対外開放の政策より外資の導入と輸出志向の貿易戦略

を経済発展のエンジンの一つとした｡しかし､中国は広いので､全国同時に外資引導､輸

出志向の戦略の実施が難 しい｡そこで､中国は沿海部を優先に外向型経済発展を行って､

華南モデル (広東､福建省)を形成 した｡一方､珠江三角州地域は郷鎮企業を原動力とし

て発展し､江新モデル (江蘇省と漸江省)を創造 した｡華南モデルと比べれば､江新モデ

ルは自己資本､国内貿易を中心とすることがわかる｡この華南モデル､江斬モデルは中国

経済発展の二つのエンジンとなった｡以上の地域およびモデルはいずれも東部にある｡ 表

- 12によると､GDPの成長､国内総資本形成､外国直接投資､および貿易依存度､いず

れも東部に集中する傾向がある｡これが､郷鎮工業の環境汚染も東部に集中していること

の理由である｡

義-12 三大地域の経済格差

国内総生産 国内資本形成 外国直接投資 貿易依存度

地域 伸び率 シェア 投資率 シェア 外資依存度 シェア 貿易依存度 シェア

全国 13.6 100.0 39.5 100.0 14.4 100.0 42.4 '100.0

･二首 1..こ....:二 ー̀∴: I:III.:-.+.:..: I.ー⊥∵二 I.J二JJ 二:.:,I..:.:

北京 12.7 2.5 52.5 4.0 12.4 2.9 158.8 9.2

天嘩 13.8 1.6 42.7 2.0 24.7 4.1 59.9 2.5
河北 15.5 5.0 27.9 4.2 5.6 1.5 10.6 1.4

遼寧 ll.1 5.5 35.3 5.3 13.5 3.8 32.9 4.7

上海 14.4 4.4 46.7 6.8 19.9 7.8 71.4 8.3

江蘇 17.5 8.0 48.2 9.0 22.4 14.1 25.6 5.4

漸江 19.6 5.9 40.5 7.0 8.3 3.4 25.2 4.0

福建 20.6 3.6 32.5 3.3 51.6 10.9 55.6 5.4

山東 16.3 8.5 30.8 7.0 17.0 7.1 19.7 4.4

広東 18.8 9.5 51.0 13.5 33.5 27.6 163.8 41.3

広西 17.5 2.7 30.2 2.2 17.8 1.8 16.5 1.2

海南 12.4 0.7 64.7 1.2 38.0 2.9 59.9 1.2
≡:::;諺.:三三三;壬宗E:i:::-Tl:1::.,:::;;i:_.i.:I.:I:.-.-:::.Ti.::-:::A::-::-::-::A::A::-::A::'::':¥､-,---:-i-::'.::.:::I::-::-:--㌔-A--A--一諺:-::---i::-_-:-::-_手'三三.::'iI-;:-,=:-_i::JiI_:i.:i.;;'i.:i.;:T.:i:-_=:-:ff::捕:;:二:=:--:I::::+.-.1-/.･-1.I:I::_.I::=こ.-.A.-.1:.ll:::..:::..--.-.-.::::.'.:::.I.-.--~

5触 九m弧1958;dlen町 弧dStrnut､1976.
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内蒙古 9.9 1.5 37.6 1.5 2.2 0.1 10.6 0.4

書林 12.3 2.1 33.4 1.9 8.2 1.1 21.4 1.2

黒龍江 8.7 3.6 26.7 2.7 6.5 1.2 12.6 1.3

安微 18.7 3.3 26.3 2.4 3.3 1.3 7.9 0.7

江西 15.1 2.1 26.4 1.5 8.5 0.8 9.9 0.6

河南 14.8 5.0 27.8 3.9 4.9 1.3 5.6 0.8

湖北 14.7 4.2 27.6 3.5 7.8 1.7 ll.0 1.2

湖南 ll.7 3.8 25.2 2.7 7.7 1.3 8.7 0.9◆◆◆◆◆◆- ◆ ◆-◆-◆◆ ◆ ◆ - .

◆◆◆◆◆◆､
四川 ll.7 6.2 27.4 4.7 7.2 1.5 7.9 1.3

貴州 8.6 1.2 24.8 0.8 3.3 0.2 6.9 0.2

雲南 ll.1 2.2 33.3 2.1 2.6 0.3 12.5 0.7

駅西 10.3 1.9 31.4 1.7 13.5 0.9 13.3 0.ラ

甘粛 10.6 1.0 29.3 0.8 7.4 0.2 8.4 0.2

青海 8.6 0.3 39.4 0.3 0.4 0.0 7.4 0.1

寧夏 9.1 0.3 41.5 0.3 0.4 0.0 9.1 0.1

新彊 10.5 1.5 46.4 1.8 0.9 0.1 10.4 0.4

しかし､郷鎮工業の環境汚染は勿論地域別で進展 しているが､地域内､および省によっ

ても異なっている｡ これは表-13が示している｡
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4 線鏡工業環境汚染の要因と対策

i 要因

環境保護への取組みはけっして遅くないこと､意気込みもあること､環境対策の中身も

日本に遜色がないこと､それなりの成果も挙げられたこと､が以上の分析から明らかであ

ろう｡それにもかかわらず､なぜ環境の悪化を食い止められないのか｡これに関して､環

境悪化の要因を解明する ｢経済優先説｣､｢途上国説｣および ｢環境システム不備説｣等の

仮説がある｡

1つは､中国が相変わらず､先進国の歩んできた ｢経済は優先､環境は第 2｣の道を踏

襲しているという仮説､すなわち ｢経済優先説｣である｡一般論として､経済優先説は説

得力のある仮説である｡なぜならば､どの国をみても､環境汚染は保護を経済発展に優先

させないことに起因するからである｡かつて先進諸国で環境問題が生じたのはそうであっ

たし､現在の先進国､途上国で汚染問題が深刻化しつつあるのもそうである｡ また､技術

進歩があったにもかかわらず､地球温暖化の主要原因物質の二酸化炭素排出量が､各国で

増えっづけているのも経済優先の結果といえよう｡

しかし､経済優先説を中国について検証してみると､それが適切ではないことは明らか

である｡ なぜならば､この仮説は､中国政府の環境保護-の取組みという事実を説明でき

ないからである｡｢経済優先｣ならば､1人当たりGDPがわずか 664ドル (1996年､為

替レー ト換算､｢中国統計年鑑 1997年版｣)の国が､目先の経済発展を遅らせかねない上

記の取組みは行わないであろう｡

もう 1つは､中国が発展途上国であるからだという ｢途上国説｣である｡すなわち､政

府が環境保毒劉こ力を入れているにもかかわらず､発展途上国であるがゆえに､資金制約と

技術制約が厳しく､環境意識も低い､その結果､環境悪化を防ぎきれない､という仮説で

ある｡ 一般論として､途上国説は高い説得力をもっ｡というのは､仮説は､中国が積極的

に環境保護に取り組んでいること､中国の経済発展水準が低く､環境保護能力等が相対的

に低いこと､という2つの客観事実を矛盾することなく説明できるからである｡

第3の仮説は ｢環境保護システム説｣である｡すなわち､中国における環境悪化は､環

境保護システムの不蹄によるものであり､環境保護システムを整備すれば､高度経済成長

の維持と既存ベースの資金援助､技術援助を前提にしても､環境悪化を食い止められる､

という仮説である (李 [1996､218頁])｡環境保護システムは､環境経済主体を取り巻く

環境保全活動に関連する諸政策体系､法体系､行政制度､裁判制度､社会慣行､国民意識､

国際社会との関わり方などの影響要因の複合体として広く定義する｡影響要因は直接的な

ものと間接的なものとに大別できる｡直接要因は環境関連の政策体系､法体系､行政制度､

裁判制度などを含め､狭義のシステム､すなわち直接システムを構成する｡間接要因は環

境意識､法律意裁､政治制度､経済制度､社会慣行､経済発展段階､政府戦報 ･攻策体系

などを含め､間接システムを構成する｡
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第4仮説は ｢中小企業説｣である｡小規模企業による汚染への取り組み数多くの小規模

な産業の汚染者持､容易に規制の網からすり抜けてしまうoこれらの小規模企業は､しば

しば広範囲に散らばっていたり､非公式に操業していたり､あるいはまた､監視が難しく､

発覚しにくい不法投棄が行われがちな有害廃棄物を生み出していることが多い｡これらの

｢小さな魚｣に対しては伝統的な直接規制 (CA仁)のアプローチではあまりにも多くの資

源が浪費されてしまうことになる｡また､排出課徴金を査定するために､これらの排出を

個別に測定することは､経済的にみて実行不可能である｡それらは､規模が小さいため､

自らの廃棄物の処理施設にそれぞれ投資することも困難である｡汚染を引き起こすような

原料-の課税が次善の策かも知れないが､この方策では廃水を処理し廃棄物を適正に処理

する業者に対しても､そうでない業者と同じようにペナルティーを課してしまうことにな

る｡

これに対して､具体的に､郷鎮工業の環境対策率はなぜ低いかという質~問に対し､ある

調査によると､次の7点を指摘することができる｡

①企業経営者､特に郷鎮企業経営者の環境意識が低いこと｡汚染処理は投入のみで､産

出のない活動であると認識されているため､後回しにされがちであるo

②環境保護機関の監督管理が段格ではないこと｡ 日常業務においては､企業から上がっ

てきた書類のチェックが多く､現場検杏が少ない｡現場検査を年一回行うにしても､形式

上の検査が多く､実査が少ない｡問題を発見したとしても､口頭警告が多く､法律に基づ

く処理が少ない｡

③環境設備のメンテナンス-の投入が少なく､破損､陳腐化が進んでいる｡

④環境管理技術者が少なく､設備管理が十分ではないこと｡ 技術者が少ない原因は､経

済待遇が低く､ポス トの問題が長期間にわたって解放されないことである｡環境管理関連

部署は､企業における ｢第三世界｣とされている｡

⑤運転経費が保証されないこと｡正常運転の経費が保証されたのは､設備給数の 32.4%

しかない｡一部の企業は､運転経費の1/4-1/3しか出さない｡

⑥環境設備の質の問題.一部の設備は､設計､建設､機種選択の段階ですでに ｢先天的

不足｣となり､初期から質の問題を抱えながらの運転を強いられている｡ その原因は､環

境機器製造業､環境施設建設業等の環境保護産業の未熟､湛乱である0

⑦汚染処理コス トが普通､汚染費を上回っていること｡ ほとんどの企業では､汚染処理

のコストが､処理しないときに支払う汚染費よりも顕著に高い (李 [1998､223-224頁]).

ii 環境汚染対策

(1)一触的環境対策

中国の国家環境保護局は 2つの重要な実施法案を提出している.その一つ目は､汚染物

の排出総量をコントロールするための法案である｡最近5年間におけるわれわれの対象は､
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12種類の有害汚染物質のコントロールである｡これには､煙､工業粉塵､二酸化硫黄､石

油類､あるいは重金属､工業固体廃棄物などが含まれている｡こういった排出を 1995年

のレベルにコントロールすることを目標にしている｡2つ目は､21世紀に続くグリーン ･

プロジェクト計画のことであるoこれらの対策はすべて郷鎮工業に適用される.

(2)環境汚染対策のためのきまざまな施策

環境問題の 1つは酸性雨である｡酸住雨は中国の南部､特に准河､梅河､遼河流域に集

中している｡この日つの河が中国の環境対策の主な対象になっている｡ そして太湖､巣湖､

境地という3つの湖も二酸化硫黄汚染のところにある｡この 3つの河､3つの湖およびそ

れに隣接の2つの地域は二酸化硫黄防止地域と酸性雨の防止地域と指定し､この対策に関

する計画は ｢332｣計画と呼ばれるO

次に環境保全のための経済政策である｡ 国務院は環境保全に関するいくつかの問題につ

いての決定のなかで汚染防止準備金制度と､生態回復のための経済保障制度をつくるよう

に呼びかけた｡また汚染物質排出の算定基準を引き上げ､クリーンな生産を優先させるよ

う企業に呼びかけ､外資導入のチャンネルと金額を増やし､鉛入りガソリン､フロンガス､

ハロゲンなどの生産を抑制するための経済政策を策定した｡これらは有害物質排出を規制

するためのものである｡それと同時に経済貿易委員会や､財政部や､銀行などとともに環

境保全のための経済政策をも策定している｡

次に環境保全の法体制を強化している｡中国は環境法に関する 6つの法律と､環境資源

に関する 9つの法律を相次いで公布し､30余りの行政法規と370を超える環境基準を発

表し､地方政府も600を超える環境法規を発表した｡さらに刑法の改定を採択し､環境と

資源保護の破壊罪を追加した｡1993年以降､全国人民代表大会､環境と資源保護委員会､

国務院環境保護委員会は､4年連続して環境法の執行状況を検査した｡96年 6月 30日ま

でに汚染の深刻な古くからの方式を用いた製紙工場の多くは閉鎖された｡

さらに中国は科学技術の強化にも力を入れている｡ たとえば節水技術､省エネ技術､砂

漠化 ･荒れ地化防止技術､クリーンコール燃焼技術､廃棄物再生技術､グリーンな生産､

生態にやさしい農業､脱硫技術､無鉛ガソリンの生産をも強化している｡

(3)牌鎮工業環境汚染に封する政策

以上の政策はすべて郷鎮工業に適用される｡しかし､郷鎮工業は特徴を持っ､特別な政

策も必要となるOそれに対して､政府は全国統一的な政策を出した.例えば､准河流域環

境保全のため､その環境汚染源の主な産業としての製紙業が強制的に廃止された｡1996年

歌には汚染の原因となっている工場やプロジェクトが数万件単位で閉鎖 ･生産停止される

といった強制措置まで執られるようになった｡また､多くの環境保護関連法規は制定だけ

でなく実施を経て改正の段階に入っている｡1989年に 10年前 ｢試行法｣として制定され

た ｢環境保護法｣ が大幅に修正され正式な法律として施行された後､｢固体廃棄物環境汚

染防除法｣(95年制定､96年実施)､｢環境騒音防除法｣(96年制定､97年実施)等が新規
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に立法されるとともに､95年に ｢大気汚染防除法｣(もとは87年制定)､96年に ｢小汚染

防除法｣(もとは84年制定)が相次いで改正されるなど､環境立法はすでに2連日にある｡

｢大気汚染防除法｣の改正は､第 3章が ｢煤塵汚染の防除｣から ｢石炭燃焼によって発生

する汚染の防除｣と代わって､同章を中心に全 9ヵ条と1段落が加えられた｡加えられた

条文は､使用する石炭や燃焼方法､火力発電所に対するもの､二酸化硫黄 ･酸性雨の抑制

についてのものなどである｡また ｢水汚染防除法｣ の改正は､監督管理の章に 呂ヵ条､法

律責任の章に 6ヵ条加えられるなど､全 16ヵ条が加えられた｡加えられた条文は国や地

方政府の河川など水域 (海洋以外)に対する管理や汚染防止計画､水源保護区についての

違反者に対する閉鎖 ･生産中止などを含む罰則を定めたものなどで､全体として前述の ｢唯

河方式｣を一般的に行うことが可能な内容となっている. これらの改正は中国における具

体的な環境汚染被害やそれに対する政策実施の実績を踏まえたものと評価できる｡

郷鎮工業環境汚染の対策は中国の特色を有するものであり､その原因は郷鎮工業の分散

性､規模が小さい､管理 ･監督の困難､および地方政府の保護主義にある｡そのため､法

律体系全体を見わたしたときに矛盾や不備が存在するのに加え､法治国家に対する ｢人治

国家｣としての伝統を有する中国社会においては､法律 ･法的手段はまだ十分な信頼をか

ちえ､浸透しきっているとはいえない｡このため問題解決の過程で自力救済など法的では

ない手段がとられたり､被害者が泣き寝入りしていたりする場合も少なくない｡

iii 環境対策の成果

①環境汚染のひどい技術が淘汰され､企業が大量に閉鎖された｡たとえば､1995年 8

月に公表された ｢推河流域水汚染防拍暫行条例｣ に基づき､1996年 6月 30日までに､旧

式小型製紙企業を1100杜閉鎖した｡1996年 8月に公表された ｢国務院環境保護の問題に

関する決定｣に基づき､15業種の旧式小型技術をもつ企業を､1996年 9月30日までに4

万8000社､1997年6月 30日までに6万4083社を閉鎖した (張坤民 [1997])0

②公害処理設備が増加した｡1995年現在､工業企業に設置された各種改善処理設備の

合計は38万7000基に上った (第3回全国工業センサス弁公室､1997)O

これらの成果は､国策としての環境保護の推進がなければ得られないものである｡言い

換えれば､環境保護を推進しなければ､あるいは､先進国のように経済成長に遅れて環境

保護を受動的に行うならば､中国の環境問題は今よりもはるかに深刻化していたにちがい

ない｡

iv 対策実施の問題

しかし､表-14によると､環境対策および環境保全装置を採用している工業の比率は非

常に低く､郷鎮工業に対しての対策は厳しいものであるが､その環境問題の深刻さはまだ

進んでいるとみられる｡
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塞-14郷鎮企業の汚染対策

項目 環境対策を採っている企業の比率(%)

羊琴廃液の処理率 40.1

嘩甲燃焼排気硝煙整備率 26.0

年産工程排気揮化率 27.9

工業固体廃棄物の練合利用率 30.9

嘩焼炉煙塵排出標準の達成率 35.3

工業煙筒煙粉塵排出標準の達成率 5.6

表- 14によると､環境対策の採用率は､特に煙筒粉塵排出で低い (5.6%). また､郷

鎮工業と県以上工業とを比べてみると､村レベル以下の姉鎮工業の対策採用率は非常に低

い (義 一15を参照)｡さらに､1989年と1995年との比較すると､多くの対策は退行して

いるといこうことが分かった (秦 -16を参照)O次に､地域別の比較によれば､東部は中

部､西部より進んでいるということが顕著である (表-17を参照)0

義一15姉鎮企業と県以上工業の汚染対策の比較

項目 郷鎮企業 県以上工業 両者の格差(ポイント〕

工業廃液の処理率 40.1 76.1 -36.0

嘩料燃焼排気硝煙整備率 26.0 89.0 -63.7

年産工程排気揮化率 27.9 70.8 -42.9

羊琴固体廃棄物の総合利用率 30.9 42.9 -12.0
燃焼炉煙塵緋鯉標準の達成率 35.3 78.0 -42.7

手業煙筒煙粉塵排壮標準の達成率 5.6 54.3 -48.7

秦-16郷鎮企業の汚染治理の比較

%/ポイント

項目 1989 1995 増減のポイント

工業廃棟の処理率 30.3 40.1 9.8

燃料燃焼排気硝煙整備率 13.7 26 12.3

生産工程排気揮化率 32 27.9 -4.1

工業固体廃棄物の総合利用率 44.8 30.9 -13.9

燃焼炉煙塵排出標準の達成率 37.7 35.3 -2.4

工業煙筒煙粉塵排壮標準の達成率 0 5.6 0
出所:中国環境研究院『1995年郷鎮工業汚染源調査資料』CD-ROM版､1998
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塞-17地域別の姉鎮企業汚染対策の埴較

地域 工業廃碑の処理率 燃料燃焼排気硝煙整備率 生産工程排気揮化率

東部 45.8 39.3 44.1

中部 32.日 9.3 10.8

西部 33.5 10.2 20.8

平均 37.4 19.6 25.2

工業固体廃棄物の 燃焼炉煙塵排出標準の 工業石炭炭坑排出標準の

練合利用率 達成率 達成率

東部 40.7 40.0 ll.2

中部 31.4 21.8 5.3

西部 20.3 36.0 1.7
平均 30.8 32.6 6.1

5 牌鎮工業環境汚染の経済学的分析

i逆 U字曲線モデル

東アジアにおける工業化のパターンは､かつての中央計画経済 (そこでは廃棄物の削減

や技術の改善-のインセンティブが大幅に欠如していた)と比較すれば､その汚染の程度

はかなり低いものであったといえる｡しかし､急速な成長に伴って､絶対量でみれば､東

アジア地域の汚染負荷 (pollutionloadingyは著しく高まってきた｡また､急速な都市化

に伴って､不十分な衛生状態や飲料水の問題といった伝統的な環境問題はより一層深刻な

ものとなってきた.さらに､`圧縮型工業化'(teleSCOPhgofindustrialization)は､さま

ざまな環境問題の複合的な発生という事態をもたらし､貧困に関連する諸問題に加えて､

自動車公害､有毒化学物質､固形廃棄物などの高い所得水準や工業化に伴う諸問題も引き

起こしている｡

逆 U字曲線モデルとは経済発展と環境保護のトレー ドオフ関係を説明する理論モデルで

ある｡ その関係を以下の図で説明しよう｡

この図の意味は二つある｡ まず､汚染の産業構造およびその推移を示している｡オコン

ナ-氏によると､東アジアの工業部門で起こってきた構造変化を調べ､それぞれの汚染集

約度のおおよその傾向を描くことができる｡ 工業の発展については､次のような 3つの段

階に分けることができる｡
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汚染

= = =

産業構造の転換

第 1段階では､主として繊維､衣類､食料､飲料品のような軽工業から成長が起こる｡

これらは､汚染集約度のランクが低い.もちろん､ある種の経済- とくにインドネシア

やタイのような- においては､資源依存型の工業が突出し､各種の環境問題を引き起こ

すこともある｡

次に第2段階では､鉄､非金属､石油化学､非金属鉱物 (たとえば､セメント､ガラス)

のような中間財を含む､かなり汚染集約度の高い工業が重要性を帯びてくる｡ この段階で

は､大気汚染が深刻な問題の一つになり､有毒化学物質や重金属による中毒問題も深刻と

なっている｡

第3段階では､成長を主導する部門が電気 ･電子機械､一般機械､輸送機器といった､

低度から中産の汚染集約度の工業になってくるという傾向がある｡この段階での基本的な

問題の1つは有害廃棄物の管理問題である｡要するにこれまで様々な経済にみられる工業

発展のパターンは､1つの汚染問題が■改善されるよりむしろ次から次-と別種の汚染問題

が悪化していくという傾向があった｡さらには､全体としての汚染集約度にみられる変化

に加えて､工業内部での構造転換が汚染の流れの性質や構成に著しい変化をもたらしてき

た｡

以上の3段階モデルによると､環境汚染は第一段階の産業では軽く､第二段階の産業で

は悪化しており､第3段階の産業で桔梗和しているG

ii環境保護の中国モデル

中国は今日まで18年間も続いている高度経済成長の元年にあたる1979年に､環境法(読

行)を制定し､環境保護-の本格的取組みを始めた｡その頃､国民所得を 2000年までに

1980年の 4倍にするという所得 3倍増計画が策定されたが､その実現はすでに悪化して

きた環境をさらに悪化させかねない､と誰しも危慎していた｡先進国の教訓が後発者の利
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益として中国が認諾したからである｡ 高度経済成長を実現しながら､環境悪化を食い止め

られないのか､そのためにどのような環境保護のモデルを選択せねばならないのか､これ

らが中国の環境保護初期の課題であった｡

よく議論されているモデルは2つある｡ 第 1は経済発展を優先させ､経済力と技術力を

十分につけてから､環境問題を解決しようとするモデルである｡かつて先進国が歩んでき

た ｢経済は第 1､環境はその後｣(中国語で ｢先汚染､健治理｣)の道である｡第 2は現在

の先進国のように､膨大な資金と高い技術を環境保護に投入する､いわゆる ｢高投資､高

技術｣モデルである (曲 [1989､1992])0

第 1のモデルは魅力的にみえる｡ なぜならば､貧困にあえいだ人々は誰しも高度経済成

長と物質的な豊かさを待ち望んでいたからである (1980年の1人当たり名目GI〕Pは202

ドル)｡ また､先進国がかつて歩んできた道だから､という正当化の切り札も用意できる

からである｡しかし､中国はこのモデルを選択しなかった｡環境問題を適時に解決しなけ

れば､｢環境赤字｣が蓄積され､それは中長期の経済発展を阻害するのみならず､生存の

場までをも脅かしかねない､と認識されたからである｡第 2のモデルは中国の国情に合わ

ない｡高い技術と多くの資金を環境保護に投入すれば､経済成長率は鈍化しかねない､そ

れが､貧困､就業などの経済社会問題の解決に支障をもたらすのみならず､環境保護を支

える経済力も弱めかねないからである (曲､前掲)0

結局､中国はかつて存在しなかった新しいモデル､すなわち中国モデルを白.ら作らざる

をえなかった｡ 80年代初期の第2回全国環境保護会議を経て､中国モデルの輪郭ができあ

がった｡主な特徴として 望つ指摘できる (曲､前掲､1997;李､[1998､215頁])0 1つ

は､経済優先ではなく､経済を犠牲にすることでもない､持続可能な発展戦略をとったこ

と｡すなわち､経済発展､都市と農村の発展､および環境保護の同時計画､同時実施､同

時促進を図り､経済 ･社会 ･環境にかかわる効率 ･利益の統一を実現する､環境と発展と

の関係を調和させる戦略方針をとったのである｡もう 1つは､環境管理の役割を最大限に

強調したこと｡すなわち､経済発展水準の低い人口大国､伝統文化と従来の計画経済体制

の影響が根強いこと､市場経済体制が十分に確立されていないこと､などの基本国情を考

慮し､それに起因する資金制約､技術制約､低い環境意識などの環境保護にとって不利な

条件を克服するために､環境保護事業を基本的国策として位置づけるうえで､法律化､制

度化される環境対策と行政管理ネットワークなどを用いて､環境管理の強化を囲ったので

ある｡
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